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○ 本ハンドブックは、随時事例収集等を行い、必要に応じて加筆・修正を図りながら内容を充実

させていきます。 

○ 参考となる取組事例、ご意見、ご要望等がありましたら、神奈川県住宅計画課までご連絡くだ

さい。 
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１ はじめに 
 

人口減少及び少子高齢社会の到来は、住宅地の立地や利便性などに応じて、コミュニティの衰退など地

域で多様な課題を生じさせています。これらの課題は、これまでの住宅政策、福祉政策、地域政策、産業

政策などの個別政策の展開による対応では、解決が困難な状況となっています。 

 このため、これからのまちづくりのあり方は、「地域の居住コミュニティを創出・再生する」という視点で、これ

まで個別に展開してきた取組を捉え直し、地域の状況に応じて、地域が主体となる総合的な取組が必要で

す。具体的には、「市町村における居住コミュニティ政策の推進」と「地域主体による多世代居住コミュニティ

の実現」に取り組むことが必要です。  

 そこで、「居住コミュニティ政策」を県内各地に展開し市町村職員及び地域住民の活動の一助とするため、

このハンドブックを作成しました。  

 

 

２ 多世代居住のまちづくりとは 
 神奈川県では、「多世代居住のまちづくり」について、次のように考えています。 

 

少子高齢化や空き家の発生によって活力が低下している住宅地において、 

子どもから高齢者までの多世代が近くに住み互いに支えあい、 

誰もが生き生きと生活できるように、地域主体で居住コミュニティを創出・再生 

するための取り組み 

    

 

３ 目的 
 

(1)居住コミュニティ政策の推進 

人口減少及び少子高齢社会の到来を見据え、市町村において部局横断的な居住コミュニティ政策

の積極的な取組みが行われることを目的とします。 

 

(2)地域主体による多世代居住コミュニティの実現 

人口減少、少子高齢化、コミュニティの衰退、空き家問題などの様々な状況に的確に対応するため、

自治会、町内会などの地域が主体となり、ＮＰＯ法人やボランティア団体など、多様な主体と連携・協働

しながら、自立した多世代居住コミュニティが形成されることを目的とします。 
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継続的・持続的な活動を通じた「地域の魅力づくり」 

～「地縁による地域共同体」から「多様な主体による協働体」へ～ 
・・・・・・・・・・・ 

地域が主体となり「将来の自分たちのまち」への責任を持ち、 
多様な主体と連携・協働した、自立した多世代居住コミュニティの実現 



 

 

 


